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開会１３時４０分 閉会１６時５５分

場 所 教育委員室



- 1 -

平成２５年度

第２３回大分県教育委員会

【議 事】

（１）議 案

第１号議案 平成２６年第１回定例県議会議案に対する教育委員会の意

見について

第２号議案 教育職員免許状に関する規則の一部改正について

第３号議案 大分県立特別支援学校学則の一部改正について

第４号議案 平成２６年度大分県教科用図書選定審議会委員の任命につ

いて

第５号議案 大分県スポーツ推進審議会委員の任命について

第６号議案 大分県文化財保護審議会委員の委嘱について

（２）報 告

①高校改革フォローアップ委員会の報告について

②教育の情報化の推進について

③高校生等奨学給付金について

（３）協 議

①教育行政及び教育指導の重点方針（平成２６年度）について

②土曜授業の実施に係る大分県立学校管理規則の一部改正について

③別杵・速見地域及び日田・玖珠地域新設高校の設置学科について

④教員採用選考試験の見直しについて

（４）その他
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【内 容】

１ 出席者

委 員 委員長 松 田 順 子

委員長職務代理者 林 浩 昭

委員 麻 生 益 直

委員 岩 崎 哲 朗

委員 首 藤 照 美

教育長 野 中 信 孝

欠席委員なし

事務局 教育次長 河 野 盛 次

教育次長 宮 脇 和 仁

教育次長 別 木 達 彦

教育改革・企画課長 佐 野 壽 則

教育人事課長 藤 本 哲 弘

教育財務課長 竹 野 泰 弘

福利課長 大 石 尚 志

義務教育課課長補佐 姫 野 悟

生徒指導推進室長 江 藤 義

特別支援教育課長 後 藤 みゆき

高校教育課長 髙 畑 一 郎

社会教育課長 法 雲 淳

人権・同和教育課課長補佐 甲 斐 順 治

文化課長 佐 藤 英 一

体育保健課振興監 秋 好 寿 紀

教育改革・企画課主幹 勝 尾 裕 美

教育改革・企画課主査 釘 宮 隆 之

２ 傍聴人 ７ 名
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開会・点呼

（松田委員長）

それでは、委員の出席確認をいたします。

本日は、全委員が出席です。

それでは、ただいまから平成２５年度 第２３回教育委員会会議を開

きます。

署名委員指名

（松田委員長）

本日の会議録の署名委員でございますが、岩崎委員にお願いしたいと

思います。

会期の決定

（松田委員長）

本日の教育委員会会議はお手元の次第のとおりであります。

会議の終了は１６時３５分を予定しています。

よろしくお願いします。

議 事

（松田委員長）

はじめに、会議は原則として公開することとなっておりますが、会議

を公開しないことについてお諮りします。

第４号議案及び第５号、第６号議案、協議の④については人事に関す

る案件であります。また協議③については未成熟な情報により県民の混

乱を生じさせるおそれが強い案件なので、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第１３条第６項ただし書の規定により、これらを公開しな

いことについて、委員の皆さんにお諮りいたします。
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公開しないことに賛成の委員は挙手をお願いします。

（採 決）

それでは第４号議案から第６号議案及び協議の③、④の５件は、非公

開といたします。

本日の議事進行は、はじめに公開による議事を行い次に、非公開によ

る議事を行います。

【議 案】

第１号議案 平成２６年第１回定例県議会議案に対する教育委員会の意見につ

いて

（松田委員長）

それでは、第１号議案「平成２６年第１回定例県議会議案に対する教

育委員会の意見について」提案を求めます。

（野中教育長）

第１号議案「平成２６年第１回定例県議会議案に対する教育委員会の

意見について」ご説明いたします。

第１号議案の３ページをご覧ください。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２９条の規定に基づ

き、知事から、２月２６日に開会します大分県議会第１回定例会に提出

予定の議案のうち、中程の議案名にありますように、教育委員会関係分

として「平成２６年度大分県一般会計予算関係部分」及び「職員の配偶

者同行休業に関する条例の制定について」及び「大分県使用料及び手数

料条例の一部改正について」及び「警察署の名称、位置及び管轄区域条

例等の一部改正について」につきまして意見を求められましたので、２

ページにあります案のとおり、原案のとおり提出することについて異議

がない旨を回答したいので提案させていただきます。

各議案の内容等につきましては、担当課長が説明しますので、ご審

議の程よろしくお願いします。

（竹野教育財務課長）
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「平成２６年度大分県一般会計予算」の教育委員会所管分について、

説明いたします。

議案書の４ページをお開きください。表の下から３段目に２重線で囲

んでおりますが、教育委員会の平成２６年度当初予算額は、右から３列

目にありますように、１，１２２億４，８４８万５千円です。これを右

から２列目の「平成２５年度当初予算額」と比較しますと、その右の欄

にありますように、１９億５，７２５万１千円の減、率にして、１．７

％の減となっています。増減の主な要因ですが、その下の行にあります、

事業費については、教育センターの大規模改修経費が約９億円増加する

一方、昨年８月に実施しました全国高等学校総合体育大会開催に係る経

費が約５億円減額となるなど、約６億３，５００万円の増額、その下の

行の人件費については、教職員数の減などに伴い、約２６億円の減額と

なっています。

個別事業の説明については、次のページの「平成２６年度一般会計当

初予算案の概要」をご覧ください。教育委員会の主な事業について、ご

説明します。上から４番目「県立学校施設整備事業」２７億９，４７５

万３千円です。この事業は、高校再編プランに基づく施設整備や、学校

施設の長寿命化と学習環境の改善を図るため、大規模改造等を実施する

ものです。２６年度は高校再編プラン分として、別府及び玖珠新設校の

整備を実施します。２つ下、６番「中学校学力向上対策支援事業」２億

８，８１５万１千円です。この事業は、客観的な数値目標を盛り込んだ

推進計画を策定し、学力向上に取り組む市町村に対して、習熟度別指導

推進教員を配置するなどの支援を行うものです。２６年度は新たに、生

徒の更なる学力向上を図るため、各教科部会毎に優良事例集を作成し、

公開授業等を実施します。３つ下、９番「いじめ・不登校等未然防止対

策事業」１億３，４３６万３千円です。この事業は、いじめや不登校な

どの未然防止を図るもので、２６年度は新たに、不登校の生徒への支援

や未然防止に取り組むため、不登校対策プランを策定した市町村にコー

ディネーターを配置します。また、小中学校が連携し、仲間づくりなど、

工夫を凝らした取組による魅力のある学校づくりを推進するものです。

次のページ中ほど、１８番「放課後・土曜学習支援事業」８，６８４万

１千円です。この事業は、学力向上と豊かな心を育成するため、地域に

おいて放課後や土曜日を活用し、補充学習に重点を置きながら体験活動

等にも取り組む市町村に対し支援を行うものです。下から２つ目、２３

番「小・中学校フッ化物洗口推進事業」２０５万１千円です。この事業

は、児童生徒の歯と口腔の健康づくりを推進するため、小中学校におい

てフッ化物洗口の普及啓発を行うものです。なお、フッ化物洗口の薬剤

については、県福祉保健部の予算で計上しています。以上でございます。

（藤本教育人事課長）
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「職員の配偶者同行休業に関する条例」の内容について、ご説明いた

します。

７ページをご覧ください。平成２５年１１月２２日に「地方公務員法

の一部を改正する法律」が公布され、地方公務員の継続的な勤務を促進

するため、職員が、外国で勤務等をする配偶者と生活を共にすることを

可能とする配偶者同行休業制度が創設されたところであります。制度の

概要といたしましては、職員が、外国での勤務等により外国に住所又は

居所を定めて滞在するその配偶者と、当該住所又は居所において生活を

共にする場合、公務の運営に支障がないと認めるときは、３年を超えな

い範囲内において当該休業を承認することができるというものでありま

す。また、当該休業期間中は職を保有したまま職務に従事せず、給与は

支給しない扱いとなります。今回、地方公務員法の一部が改正されたこ

とにともない、「職員の配偶者同行休業に関する条例」の議案について、

知事より教育委員会に意見が求められております。学校職員にも同条例

を適用し、条例施行期日は平成２６年４月１日となっております。以上

でございます。

（竹野教育財務課長）

「大分県使用料及び手数料条例の一部改正について」教育委員会関係

部分につきましてご説明いたします。新旧対照表等でご説明いたします

ので、８ページをお開き下さい。

８ページから２５ページの内容につきましては、平成２６年４月１日

より消費税率が５％から８％に引き上げられることに伴い、教育委員会

所管の施設である大分県立総合体育館、大分県立芸術会館、大分県立歴

史博物館、大分県立社会教育総合センター、大分県立社会教育総合セン

ター香々地青少年の家、及び大分県立社会教育総合センター九重青少年

の家における種々の使用料について、下欄の現行使用料から上段の金額

に改正するものでございます。なお、変更がなされていない部分がござ

いますが、これは端数処理によるものでございます。

続きまして２６ページをお開き下さい。

県立高等学校の授業料等の改正でございます。条例の改正についての

説明の前に、まず、県立高等学校の授業料に係る新しい制度についてご

説明いたします。

県立高等学校の授業料は、上段の枠囲みにありますように、平成２５

年度までは、原則不徴収となっておりましたが、このたび国において制

度の見直しが行われ、授業料不徴収制度に代わる新たな支援策として、

平成２６年４月から就学支援金制度（いわゆる授業料無償化への所得制

限の導入）が実施されます。

まず、中程の四角囲みをしております制度の要点について説明いたし

ます。１つ目は、就学支援金は授業料に充当されるので、受給する生徒
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は、これまでと同様、授業料を負担しなくてもよいこと。２つ目は、就

学支援金の支給には所得制限が導入されていること。３つ目は、就学支

援金の支給は、平成２６年４月に入学する新１年生から実施され、すで

に在学中の生徒には従来の不徴収制度が適用されること。４つ目は、生

徒は就学支援金を受給するためには、申請書とともに課税証明書等を提

出して、大分県教育委員会から受給資格の認定を受ける必要があること。

などが挙げられます。

次に、今回の制度改正の最大のポイントであります所得制限について

具体的に説明いたします。就学支援金の受給資格は、市町村が発行する

課税証明書等に記載されている、親権者の「市町村民税所得割額」の合

計額で判断することになります。矢印で示しておりますが、所得割額の

合計が３０万４，２００円（両親と子ども２人の４人世帯で年収９１０

万円相当）を基準として、それ未満の世帯の生徒には、就学支援金が支

給され授業料の負担はありません。反対に、３０万４，２００円以上の

場合は支給の対象外となり、授業料をご負担いただくことになります。

次に、条例改正の概要についてご説明いたします。

２７ページをご覧ください。改正内容の一点目ですが、現行条例の別

表第一の県立高等学校の項の備考欄に、不徴収制度の適用を受けない者

に限り授業料を徴収する旨を規定しておりましたが、不徴収制度の廃止

に伴い、これを削除するものでございます。これに伴い、条例上は授業

料を徴収することになりますが、新たに制定された「高等学校等就学支

援金の支給に関する法律」の第７条により、国から支給される就学支援

金を充てますので、所得割額が３０万４，２００円未満の場合は、授業

料を納めなくてよいことになります。

改正内容の二点目ですが、就学支援金制度への移行に伴い、国が就学

支援金に係る支給限度額を定めたことにより、現行条例の規定のうち、

定時制の授業料「一単位１，７５０円」が、国の支給限度額である「一

単位１，７４０円」を１０円上回ることになっております。

現行条例の規定のままでは、定時制課程の就学支援金支給対象者全員

から差額の１０円を負担していただくことになりますので、生徒に負担

が生じないよう、定時制の授業料を、１，７４０円に改正するものでご

ざいます。

また、聴講料（爽風館高等学校で開設している公開講座の受講者から

徴収している）についても、これと合わせて１，７５０円から１，７４

０円へ改正するものでございます。

改正内容の三点目は、新しい就学支援金制度は、平成２６年４月以降

に入学する生徒を対象としており、平成２５年度以前から県立高等学校

に在学している生徒については、引き続き、これまでの不徴収制度が適

用され、授業料は原則無償となりますので、附則の第２項において経過

措置を規定いたしますとともに、平成２５年度以前から県立高等学校に
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在学している生徒のうち、附則第２項の規定により従前どおり授業料を

納入する義務のある場合は、公平性を保つため、今回の改正後の金額が

適用されるよう附則の第３項で定めるものでございます。

最後に２８ページをお開き下さい。県立学校の照明設備使用料の改正

でございます。県では、県民の日常生活におけるスポーツ活動の活性化

を促進するため、学校教育に支障のない範囲で、県立高等学校体育施設

の開放を行っています。今回は、その際に徴収する照明設備使用料につ

いて消費税率の改正に伴い改正いたしますとともに、県立高等学校の統

廃合による学校数の減少に対応し、開放施設の数を確保するため、県立

特別支援学校の体育館を新たに開放対象施設とし、それに伴い照明設備

使用料を新設するものでございます。

以上でございます。

（法雲社会教育課長）

「警察署の名称、位置及び管轄区域条例等の一部を改正する条例」の

うち、教育委員会関係部分についてご説明いたします。２９ページをお

開きください。

まず１の条例の概要ですが、大分市において「住居表示に関する法律」

に基づき「王子西南・王子山の手地区住居表示整備事業」が実施され、

本年１月１１日付けで同市大字生石、大字駄原及び三芳の各地域の一部

が新たな町の区域として画されたこと等に伴い、該当区域内警察署の管

轄区域及び公の施設の設置等条例のうち位置表示について、規定を整備

する必要があるので提出するものです。

２改正の内容をご覧ください。

教育委員会関係施設として、大分県立図書館及び大分県立先哲史料館

の住所表示が「大分市大字駄原５８７番地１」から「大分市王子西町１

４番１号」に変更されたため、「大分県立図書館の設置及び管理に関す

る条例第２条」及び「大分県立先哲史料館の設置及び管理に関する条例

第２条」について、位置を定める規定をそれぞれ変更後の表示に改正す

るものです。

なお、条例の施行期日は公布の日からとしています。

次のページから２ページにかけて、新旧対照表を上段に改正後（新）

下段に改正前（旧）として掲げています。

以上でございます。

（松田委員長）

ただいま説明のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（麻生委員）
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使用料の手数料の変更ですが、消費税が変わることによって変更とい

うことで、また変わると思うのですが世の中の流れが外税方式になって

いるのですが、県の使用料というのはそういうのは考えないのでしょう

か。

（竹野教育財務課長）

県の使用料は消費税を含んだ形でということになっております。

使用料手数料についてはそもそも消費税を取らない対象外で、その算

定には消費税を含んで算定するというやり方です。

（岩崎委員長）

この中に金額が上がっていない部分がありますよね。この部分は消費

税対象外だということですか。端数の問題とその他の考慮が入っている

と思うのですが。

（竹野教育財務課長）

算定の中に消費税を含んだ形で算定していきます。端数の処理の仕方

が１００円未満の場合は１円単位と１０円単位がありますが、例えば１

０ページ、柔剣道場の照明設備６０円、１００円未満の１０円単位の手

数料ですので端数の処理の仕方が１円単位は切り上げという整理です。

１２０円の場合は、１００円以上１０００円未満の使用料になりますの

で１０円単位でする場合は１円単位を四捨五入というルールになってお

ります。実は端数の整理が一律でなくて、いろいろな場合にわかれると

いうことです。

（麻生委員）

もう一度確認ですが、消費税かからないといったんですか。

（竹野教育財務課長）

消費税の対象ではありません。算定の中には、例えば照明設備とかで

すと電気料等が算定の基本に入ってきます。その電気料等は消費税を含

んだ額で算定していって積み上げていくという、基本的にはそういう算

定をしております。

（岩崎委員）

消費税がかかる使用料が入ってる分については、その分だけを抜き出

して、それをさっきの基準でということですよね。

もともとの消費税の対象外で、消費税のかかる部分があるからその上

がる部分についてそれを考慮して、ここの金額を決めたという考えなの

か、それとも全部一律の消費税の金額を考慮して考えたのか、どちらで
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すか。

（野中教育長）

電気代とか消費税が上がる分については、請求が上がり県が支払いま

すのでその分は消費者から負担してもらうということです。

（岩崎委員長）

はい、わかりました。

高校の無償化をやめた関係で９１０万円という年収制限がありますよ

ね。これは割合からいうと、どれくらいの方に負担していただくことに

なるのですか。

（竹野教育財務課長）

だいたい一割ちょっとぐらいです。全国的な数字だと思います。

（河野教育次長）

それより多い数の方が申請してくる可能性があります。

（岩崎委員）

これは申請制度ですね。

（竹野財務課長）

はい。

（麻生委員）

今度の入試の中にその項目は入っていますか。

（竹野教育財務課長）

今回の制度については合格発表後に各学校で合格者説明会の段階で保

護者には説明いたします。それと現在文部科学省の方から中学３年生の

生徒・保護者を対象にパンフレットを配布しております。そういうとこ

ろで周知をしております。

（松田委員長）

他に何かありませんか。

（林職務代理者）

予算のところですが、例えば７番の小学生の国際交流活動推進事業と

いうことで１５校とか７校とか選んでいくと思うのですが、選ぶのはど
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うしても都会の方が中心になってくるのかなと思うのですが。そうでは

なくて全県下にうまく配置されるのですか。

（姫野義務教育課課長補佐）

これは市町村教育委員会を通じまして募集をいたします。

（林職務代理者）

手をあげるということですね。わかりました。

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第１号議案の承認について、お

諮りいたします。第１号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）

第１号議案については、提案どおり承認します。

第２号議案 教育職員免許状に関する規則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、第２号議案「教育職員免許状に関する規則の一部改正につ

いて」提案を求めます。

（野中教育長）

第２号議案「教育職員免許状に関する規則の一部改正について」ご説

明いたします。

第２号議案の９ページをご覧ください。

今回の規則改正の背景は、文部科学省、厚生労働省が「認定こども園

法」の改正により学校教育と保育を一体的に提供する「幼保連携型認定

こども園」の創設を平成２７年４月から予定しており、この円滑な移行

を進めるために、教育職員免許法の一部改正により設けられた「幼稚園

教諭免許特例」に対応するためのものです。

併せて、「教育職員免許状に関する規則」に定めております免許状申

請に必要な様式についての所要の見直しを行いたいと考えるものです。

内容につきましては、担当課長が説明しますので、ご審議の程よろ

しくお願いします。

（藤本教育人事課長）

「教育職員免許状に関する規則の一部改正について」９ページから１
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１ページの一部改正の概要で説明します。

９ページの「１ 「教育職員免許状に関する規則」の改正理由及び内

容」についてです。

「（１）教育職員免許法附則第１９項の規定に基づく幼稚園教諭免許

特例に係る改正について」説明します。

経過内容等に記載しておりますとおり、①平成２５年７月１日施行の

教育職員免許法の一部改正、②平成２５年８月８日施行の教育職員免許

法施行規則の一部改正がありました。

①免許法の一部改正について

（目的）に記載しておりますように、学校教育と保育を一体的に提供

する施設である幼保連携型子ども園が平成２７年４月から創設されま

す。この幼保連携型子ども園には、幼稚園免許と保育士資格を持った「保

育教諭」を置くこととされ、この改正を円滑に移行するため、特例を設

け、免許・資格の併有を促進することとしています。

今説明したことに関連して、１０ページをご覧ください。一番下の○

にあるように、現在の幼稚園・保育士のうち１／４は一方だけの免許・

資格で勤務しております。施行後５年間は、幼稚園教諭免許状か保育士

資格のいずれかを有していれば、「保育教諭」となることができる経過

措置が設けられています。

再度９ページをご覧ください。

（内容）に記載しておりますように、平成２７年４月の新たな認定こ

ども園施行から５年間に限り、現在保育士資格を持っている人について

は、保育士としての勤務経験と大学等の単位取得により教育職員検定に

よる幼稚園教諭免許状の授与ができる特例措置を設けたものです。（同

様に幼稚園免許状のみの保有者に対して保育士資格付与の特例も設けら

れております。）

②免許法施行規則の一部改正

特例措置による具体的な免許状付与要件については、免許法施行規則

の一部改正で定められ、保育士資格保有者で保育士経験３年かつ勤務時

間４３２０時間以上となる者については、大学等で習得する必要がある

単位数を８単位修得すれば、幼稚園免許状（１種または２種）を授与す

ることを規定したものです。

今説明したことに関連して、１１ページをご覧ください。

保育所に勤務する保育士のうち、幼稚園免許の併有状況は７６％であ

り、幼保連携型認定こども園への円滑な移行を促進するため、真中に太

枠で囲んだ内容が充たされれば、５年間に限り幼稚園免許状を授与する

ものです。

もう一度９ページにお戻りください。

③本県の「教職員免許状に関する規則」の一部改正

①の免許法、②の免許法施行規則の一部改正を受け、幼稚園免許特例
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に対応するため、各都道府県において、教育職員検定による免許状授与

申請に係る手続きについて定める必要が生じたことから、すでに規則等

で規定されている必要書類に加え、基礎資格を証する書類、保育士とし

ての実務成績を証する書類、単位取得を証する書類について、（ア）第

１３条に３項として幼稚園教諭免許特例手続きを追加するとともに、

（イ）国の免許法施行規則の一部改正に伴い生じる条ズレ修正等の規定

整備を行うものです。

次に、「（２）様式の一部改正」についてですが、１ページのとおり、

様式中の「本籍地」の記載を「本籍地（都道府県名）」とすること、必

要な規定の整備を行うものです。

施行期日は平成２６年４月１日としております。

ご審議の程よろしくお願いします。

（松田委員長）

ただいま説明のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（林職務代理者）

改正についてはよいと思います。本年度教員免許状の偽造等の事件が

あったと思いますが、この改正に関して本人確認等がおろそかになるこ

とはないですか。

（藤本教育人事課長）

通常の教職員検定による教員免許状発行と同様の手続きであり、全国

的な免許システムに登録するので問題はおきないと思います。

（林職務代理者）

そうですか。

（松田委員長）

保育教諭の免許は文科省と厚労省のどちらが管轄するのですか。

（藤本教育人事課長）

「保育教諭」について、５年間は幼稚園教諭免許・保育士資格のどち

らか一方があれば特例で対応するとしており、今回の改正では、一方し

か持たない者への措置をそれぞれの省が管轄しています。

（松田委員長）

現場の保育士は夏季休業中の単位取得が難しいです。Ｈ２７年度から

の「保育教諭」の設置が先に決まっているが中身が決まっていません。
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一方しかもっていない者は後から持っていない分の免許・資格が必要と

なり混乱しています。また２種免許状は１種免許状にするのが望ましい

となっていると思います。幼稚園免許をとるのにどの単位が必要でどこ

の大学で取れるか等についてはきちんとまとめてだしてほしいです。（要

望のみ）

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第２号議案の承認について、お

諮りいたします。第２号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）

第２号議案については、提案どおり承認します。

第３号議案 大分県立特別支援学校学則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、第３号議案「大分県立特別支援学校学則の一部改正につい

て」提案を求めます。

（野中教育長）

第３号議案「大分県立特別支援学校学則の一部改正について」ご説明

いたします。

第３号議案の１ページをご覧ください。

本議案は、大分県特別支援教育推進計画に基づき、県立盲学校高等部

の保健理療科を廃止し、県立聾学校高等部の専攻科に産業技術科を設置

することを提案するものです。

内容につきましては、担当課長が説明しますので、ご審議の程よろ

しくお願いします。

（後藤特別支援教育課長）

大分県特別支援教育推進計画に基づく大分県立特別支援学校学則の一

部改正について、ご提案させていただきます。

議案書をご覧ください。改正点は、２点ございます。

まず、県立盲学校の保健理療科の廃止に伴う改正です。

県立盲学校の保健理療科につきましては、計画策定当初、平成２２年

度に当該学科へ入学した生徒１名が３年間の課程を修了して卒業する平

成２４年度末をもって廃止する予定でありました。しかし、この生徒の

卒業が修得単位数の不足により認められなかったため、所定の単位を修
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得して卒業が認定され、在籍数が０となる予定の平成２５年度末をもっ

て廃止するものです。

新旧対照表ではページ右側、盲学校高等部、保健理療科を削除いたし

ます。

続いて、県立聾学校専攻科の産業技術科の新設に伴う改正です。

県立聾学校専攻科の再編については、平成２２年度１０月２２日の教

育委員会において、聴覚障がい者対象の職業科を平成２６年度に新設す

るようにすることを議決しています。

このことに基づき、産業技術科を名称とする学科の新設を提案します。

なお、平成２５年９月２６日開催の教育委員会において、平成２６年

度の聾学校高等部専攻科については、「産業技術科」を仮称として、入

学定員を決定しています。

新旧対照表ではページ左側、聾学校専攻科に産業技術科を加えます。

続いて附則についてですが、以上２点の改正の施行期日は、平成２６

年４月１日とします。

以上、大分県立特別支援学校学則の一部改正について、ご提案させて

いただきました。

ご審議の程よろしくお願いいたします。

（松田委員長）

ただいまご提案のありました議案について、質疑・意見等のある方は

お願いします。

（林職務代理者）

これまでに議論してきたことですよね。

（松田委員長）

はい。そうです。

それでは、ただ今、提案のありました第３号議案の承認について、お

諮りいたします。第３号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）

第３号議案については、提案どおり承認します。
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【報 告】

①高校改革フォローアップ委員会の報告について

（松田委員長）

それでは、報告第１号「高校改革フォローアップ委員会の報告につい

て」報告をしてください。

（髙畑高校教育課長）

本年度６月に設置し開催してきました高校改革フォローアップ委員会

の協議結果についてご報告いたします。

この報告書は、高校改革フォローアップ委員会で委員長を務められま

した。大分大学教授の堀 泰樹先生より、去る２月２４日に提出された

ものです。

報告書に協議結果の要旨が掲載されていますので、それを用いて説明

させていただきます。

それでは報告書である資料の１・２ページをお開きください。「高校

改革フォローアップ委員会の概要」「検証の概要」「まとめと今後の方向

性」の順に報告します。

まず１ページ上の「高校改革フォローアップ委員会の概要」について

です。

この委員会の目的は、平成１７年に策定した「高校改革推進計画」に

基づく高校改革の実施について検証を行い、その成果と課題を明らかに

し、今後の高校づくりに活かすことにあります。検証対象は、三重総合

高校ほか前期再編整備の学校９校になります。

検証は「高校改革推進計画」の中の大きな柱である、「特色ある学校

づくり」、「適正な学校規模及び学校・学科の配置」、そして「学校選択

の拡大」の３項目について行い、６月から１２月にかけて委員会を５回

開催しました。

この５回の協議事項と内容につきましては、資料の６ページにお示し

しています。第１回は計画の策定経緯と概要、そして協議の視点につい

て説明し、第２回以降、具体的な協議が行われました。

委員会は学識経験者、学校関係地域代表、教育研究団体関係者など２

７名で構成されています。これにつきましては、説明資料の４５ページ

に委員会構成をお示ししています。

それでは、資料１ページにお戻りいただき、２の「検証の概要」をご

覧ください。

先ずはⅠの「特色ある学校づくり」についての検証をご覧ください。

「前期再編整備計画」で示された総合選択制高校などの新しいタイプの
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高校について、その成果と課題をまとめたものです。

総合選択制高校になった三重総合、国東、宇佐産業科学、中津東の各

高校では、生徒の進路目標や興味・関心に応じた科目選択ができるよう

になっており、普通科における進学体制や専門学科における専門性も担

保されている、という評価をいただいています。しかし、一方で、生徒

の学習ニーズを的確に把握した選択科目の設定、科目選択する際の指導

の在り方、そして総合選択制高校についての積極的な情報提供の必要性

などが、課題として挙げられています。

大分豊府中、豊府高校が該当します中高一貫教育校については、中学

校で行われている思考力・判断力・表現力等を伸ばす教育を、高校にお

いても更に進めていく必要性があると指摘されています。

別府青山高校、大分雄城台高校が該当します単位制普通科高校につい

ては、単位制の特長が充分活かされておらず、教育課程等の見直しが必

要であるとも指摘を受けています。

また、爽風館高校が該当する独立単位制高校については、多様な生徒

を受け入れる体制が整い、所謂、高校教育のセーフティネットの役割を

果たしている、という評価をいただいています。課題としては、この高

校の特色ある教育活動を、広く県民に知らせるための広報活動の必要性

が挙げられています。

次に２ページ上のⅡ「適正な学校規模及び学校・学科の配置」につい

ての検証をご覧ください。

再編整備により各高校が適正規模で維持されており、例えば、地歴や

理科の各教科内で、日本史や化学などを専門とする教員が配置できたこ

と、また、部活動も増えて生徒の選択の幅が広がったことなどが成果と

して認められています。しかし、一方で、地域の高校の教育活動に係る

実績等が、地元関係者などに充分伝わっていないという課題も挙げられ

ています。

それではⅢの「学校選択の拡大」についての検証をご覧ください。

「学校選択の拡大」は、平成２０年度入試から普通科高校の通学区域

を撤廃し生徒の進路選択の幅を広げるとともに、生徒が自分に合った高

校を主体的に選択できるようにし、併せて、地域の高校が生徒から選ば

れるための特色ある学校づくりをすることを目指したものです。

この協議では、一定の成果は出ているものの、目指した成果にはまだ

充分でなく、途上にあることから、成果と課題を分けずに併記すべきで

あるという方向で意見がまとまりました。（１）では、学校選択の幅は

拡大したものの、生徒が主体的に将来を見据えて進路選択ができるよう

にするための、キャリア教育の一層の推進が課題であると指摘されてい

ます。（２）（３）では、教員の意識改革や特色ある学校づくり、そして、

そのための地域と連携した学校づくりは進んではきたが、今後、それが

継続され、さらに地域の声が充分反映されたものになるような学校運営
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が求められました。そして（４）では、通学区域の撤廃に合わせて進学

指導重点８校を指定し、現在は全ての普通科設置校にも、その取組を広

げ進学力向上に努めてきたことについて、その成果は認めつつも、全県

一区にした以上、県内のどこでも質の高い授業を生徒が受けることがで

きるように、教員の資質・能力の向上に一層努める必要があるとの指摘

を受けています。

最後に３の「まとめと今後の方向性」についてご説明します。これま

で述べました検証の結果を踏まえて、県教育委員会と学校は、諸課題の

解決に取組むべきであるとまとめられています。また、今後、少子化が

進行する中での地域の高校の維持、新しい時代に相応しい普通科や専門

学科の在り方、そして、これからの高校生に求められる「生きる力」を

保証する高校教育の在り方などについて、検討が必要であるとの方向性

が示されました。

今回の報告書にある内容は、これまで再編整備してきた高校と、これ

から再編整備を控えている高校の学校づくりに活かして参ります。併せ

て、これからの大分県の高校教育の在り方を広く検討する際にも、この

委員会で協議された内容を参考にしていきたいと考えています。

以上で報告を終わります。

（松田委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（岩崎委員）

今日の朝刊で、総合選択制について就労ニーズと合わないという指摘

と、全県一区化による大分市への集中懸念という点が挙げられています

が、要旨にはそのような記載がなく、報告書のどこに記載されているの

かを教えて下さい。

（髙畑高校教育課長）

総合選択制高校については、９頁の意見の中で「科目選択をする際、

地元産業界などにも耳を傾け、どのような力を付けて欲しいのか知る必

要がある」という意見がありました。その下にあるように、「総合選択

科目で、生徒のニーズが無い科目を設定することは問題だ」ということ

で、主には、生徒の学習ニーズにいかに対応するか、選択科目を用意出

来たか、そういうところがご意見の中心だったと思います。

９頁の生徒アンケート結果では、「総合選択制についてどう思ってい

るか」の設問に対し、「良い」「どちらかと言えば良い」との肯定的な意

見が多く、選んだ理由にも「進路目標や興味関心に応じて進路を選べる」

が一番多かったです。「概ね今の学校生活に満足している」もありまし

たが、科目の設定や科目選択のさせ方について工夫の余地があるという
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ことでありました。

もうひとつの全県一区は、３５頁以降に意見が紹介されています。協

議の中では、「大分市内に志願者が集中しているのではないか」とか「大

分市内の中学生をどう思っているのか」といったご意見や、一方で「全

県一区になったのは良いことだ。努力した中学生が選べる。主役は中学

生で、中学生の立場で高校を選べることは仕方がない」という意見も出

されました。

３７頁には、選択枠が増えるので、大分市内等に流動化するという状

況にも当然なるが、全県一区についてはフェアであるし、高校は自由に

選択させたいという意見が出ました。概ね、今の制度に肯定的な意見で

あったことが報告書の中に示されています。

ただし、どこにいても同じような質の高い教育が受けられるよう、一

層の取組が必要であるとのご指摘も併せて受けています。

（岩崎委員）

総合選択制科目については殆どの方が肯定的な意見を出されて、その

中で一部否定的な意見として、興味を引く科目がないという指摘を受け

たということでよいですか。

（髙畑高校教育課長）

そうです。科目選択へのニーズにいかに合う選択科目を設定するかが

必要です。

（岩崎委員）

９頁で、地元産業界にも耳を傾け、どのような力を付けたのか知る必

要があるという部分とアンケートの③の興味関心を引く科目がないとい

うのは、連動していますか。

（髙畑高校教育課長）

アンケートは生徒が答えたものなので、直接の連動性はないですが、

委員としていろんな立場の地元の方がいらっしゃる中で、特に専門学科

の場合には、地元の産業に貢献する人材をいかに育てるかという使命が

ありますで、地元の産業界の話もよく聞いておく必要があるのではない

かとの指摘がありました。

（岩崎委員）

県教育委員会しては、今回の協議結果をもとに、更に踏み込んで今後

の改革をきちんとやっていきたいと思っており、我々自身の勉強会もや

りたいと思っています。
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（松田委員長）

高校改革はいろんなことについて地域の関心も高い分野です。県教育

委員も研究し、より良いものを考えていきたいと思います。

（麻生委員）

今回の報告の対象は前期再編整備ですが、現在は後期の最終段階に入

っており、今後の検証はどういうふうに考えておけばいいですか。

（髙畑高校教育課長）

フォローアップ委員会は一旦終了し報告も出たので、報告の内容につ

いて、前期の対象校とこれから再編を控えている学校を含めてしっかり

伝え、個々の課題の解決に向けて取り組みたいと思います。

ただし、後期がまだ終わっておらず、２７年度に新設高校が２校開校

するが既存校が２９年度まで続くので、その後に後期について検証した

いと考えています。今回の検証が後期の改善にいかにつながったかとい

うことも含めて、検証・検討を進めることになると思います。

②教育の情報化の推進について

（松田委員長）

それでは、報告第２号「教育の情報化の推進について」報告をしてく

ださい。

（竹野教育財務課長）

大分県教育情報化推進戦略２０１４について、報告いたします。

報告②の資料をご覧ください。

教育情報化推進戦略につきましては、教育の情報化を推進する上での

基本方針と施策を明示し、取り組みを進めていくために昨年度から策定

をしております。その内容については、毎年見直しを行うこととしてお

り、昨年９月から庁内の作業部会や策定委員会等を開催してとりまとめ

を行ったものです。

戦略の構成は、２ページから８ページまでが全体の概要と基本的な考

え方などを示したもの、９ページから最終の２６ページまでが各施策ご

との取り組み内容等を具体的に示したものとなっております。

それでは、資料の８ページをお開きください。これは、戦略２０１４

の施策を体系にしたもので、この体系は戦略２０１３と同様となってい

ます。まず、体系について、簡単に説明いたします。目的は、一番左に

ありますように、「教育情報化の推進による大分の未来を担う子供たち

の育成」であります。

その右側の目標については、大きく３つの柱があり、一番目の柱は、
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「教育情報化推進体制の確立」、２番目の柱は「子供たちの情報活用能

力の育成 、３番目の柱は、「学校教育の情報化」でこれは、「授業の情

報化の推進」と「校務の情報化の推進」の２つに分れています。それぞ

れの目標に対して、その一つ飛んで右にありますように、２つから４つ

の施策を実施することとしており、その右に施策のポイントを簡潔にお

示ししています。

次に、これらの施策のうち、今回、見直しを行ったり、来年度重点的

に取り組むこととしている施策について説明いたします。

まず、１番目の目標の「教育情報化推進体制の確立」の施策の２つ目、

「学校の教育情報化推進体制の確立」についてです。今年度は、学校内

の情報化推進計画の策定や各種研修会の企画・実施などを行う教育情報

化推進委員会を県立学校に設置しました。、来年度は、市町村立の小中

学校にも推進委員会を設置することとしております。なお、この推進委

員会は、新たに組織を設置するのではなく、既存の学校運営委員会など

と兼ねることができることとしております。

また、その下の学校ＣＩＯ及び情報化推進リーダーの育成ですが、推

進委員会の最高責任者である学校ＣＩＯには校長、推進リーダーには教

頭や教務主任が当たることとしており、校長や教頭等がそれぞれの役割

を果たせるよう実践的な研修を実施します。

次に、２番目の目標の「子供たちの情報活用能力の育成」の２番目の

施策「児童生徒の情報モラル教育の推進と家庭・地域との連携」につい

てです。インターネットやＳＮＳなどの急速な普及により、子供たちが

インターネットに悪口を書かれたり、犯罪に巻き込まれたりするケース

が増加しております。子供たちがインターネットや情報端末を正しく利

用し、トラブルを回避できる力を身につけるようにする必要があります。

このため、今年度に引き続いて、県内全ての中学校、高校においてネッ

トトラブル・情報モラル出前授業を実施するとともに、来年度は新たに、

教職員等がネットトラブルや情報モラルについて、児童生徒を指導でき

るようにするための人材育成研修を行うこととしています。

次に、３つ目の目標のうちの「校務の情報化の推進」の一番上の施策

「校務支援システムの充実」についてです。今年度は、県立高校に生徒

の試験結果や授業の出席状況等を管理できる総合成績管理システムを導

入したところですが、来年度は、高校の入学試験の結果を入力すること

で、合否の判定をはじめ平均点や得点の分布などを自動で算定できる「高

等学校入学者選抜システム」を新たに開発します。これにより、入学試

験事務に携わる教職員の負担軽減を図ることとしています。

以上が教育情報化推進戦略２０１４の概要です。来年度も引き続き、

県・市町村教育委員会並びに各学校が一体となって、教育情報化の推進

に取り組んでまいります。

以上です。
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（松田委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（林職務代理者）

佐伯市の小学校に見学に行きましたが、今後どのように取り組み、広

げていくのですか。

（竹野教育財務課長）

現在は、産学官連携事業として、情報端末やデジタル教科書等を利用

した授業を実施していますが、この取り組みを更に検証し、普及してい

くようにしたいです。

③高校生等奨学給付金について

（松田委員長）

それでは、報告第３号「高校生等奨学給付金について」報告をしてく

ださい。

（竹野教育財務課長）

高校生等奨学給付金につきましてご説明いたします。

資料の１ページをご覧ください。

まず概要ですが、高校生の教育費負担を軽減するため、低所得者世帯

の生徒に対し奨学金を給付するものです。

次に支給の要件ですが、市町村民税の非課税世帯（これには生活保護

世帯も含みます。）が対象となります。

また、保護者等が、県内に在住していることなどが必要となります。

就学支援金制度と同様に平成２６年度の入学者（新１年生）から、学

年進行で実施となりますので、新２年生や新３年生は対象となりません。

次に支給額ですが、公立高校（以下の説明は全て公立高校とさせてい

ただきます。）で申しますと、生活保護世帯が年額３２，３００円とな

ります。

生活保護世帯以外の世帯で第１子の高校生がいる世帯は３７，４００

円、また２３歳未満の扶養されている兄や姉がいる世帯で第２子以降の

高校生がいる世帯は１２９，７００円となっております。

次の２ページをお開きください。この表は、生活保護世帯以外の支給

額の考え方をポンチ絵にして表したものです。

まず世帯Ａをご覧ください。

高校生１人だけの世帯については、支給額は年額で３７，４００円と

なります。
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次に世帯Ｄをご覧ください。

高校生の上に２３歳未満の扶養されている兄や姉（大学生とか、専門

校生とかが想定されますが）がいる場合には、高校生は第２子となりま

すので支給額は１２９，７００円となります。

またこの変化形として世帯Ｃをご覧ください。

高校生が３人いる場合です。

２６年度は１年生のみが対象となりますので、この場合は３つ子の姉

妹という想定にします。

１番上の生徒は兄や姉がいませんので３７，４００円、２番目以下の

生徒は兄や姉がいますので、それぞれ１２９，７００円が支給されるこ

ととなります。

また、２３歳未満でも扶養されていない兄や姉（世帯Ｆ）や、弟や妹

（世帯Ｇ）２３歳以上の兄や姉（世帯Ｈ）は対象外となりますので、い

ずれも支給額は３７，４００円となります。

以上でございます。

（松田委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（林職務代理者）

予算は国１００％負担ですか。

（竹野教育財務課長）

国が３分の１、県が３分の２です。

（林職務代理者）

来年度の予算に計上されているのですか。

（竹野教育財務課長）

公立分で約７，０００万円を計上しています。

【協 議】

①教育行政及び教育指導の重点方針（平成２６年度）について

（松田委員長）

それでは、協議の①「教育行政及び教育指導の重点方針（平成２６年
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度）について」協議をします。

（佐野教育改革・企画課長）

〈説明概要〉

・２６年度は「大分県教育委員会の重点方針」と名称をする。

・重点方針の経緯

県民や市町村教育委員会、各学校に県教委の姿勢や重点的な取組、

考え方を理解していただくため、重点的に行う事項をコンパクトに

とりまとめているもの。

（平成２２年度版から新設し、今回で５回目）

・来年度の基本的な考え方

学校改革として、「芯の通った学校組織」の定着に取り組むことを明

確にする。

読みやすさに配慮して、記載内容を精選し全体のボリュームが増え

ないようにする。（最大２ページ（両面１枚））※指標は削除

・構成

「改革の徹底」＋「重点項目」で構成

・スケジュール

２月２５日 教育委員会（協議）

→協議を踏まえ本文を作成、委員に意見照会

３月第２回 教育委員会（議案）決定

→公表（市町村、各学校等へ周知）

（松田委員長）

ただいま説明がありましたが、質疑・意見等のある方はお願いします。

（林職務代理者）

簡潔にした方がいいと思います。特に義務制、県立もそうですが全県

の校長先生にお会いして意見交換をし、いろいろな意見が出ました。各

学校の運営委員会についても非常に理解していただいて、かなり変わっ

てきたという印象を受けましたので、それを踏まえて、それを超えるよ

うな内容にしなければいけない、統括したうえでもっと、という気がし

ておりますのでよろしくお願いいたします。

（麻生委員）

事前に教育委員会の前に一回くらい出しますか。

（佐野教育改革・企画課長）
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教育委員会では一回と考えておりますが、事務局の方で案を作って事

前に照会・議論させていただきたいと思います。

（麻生委員）

そうですね。お願いします。

（松田委員長）

３月２回目の教育委員会にむけて十分に検討していただきたいと思い

ます。

②土曜授業の実施に係る大分県立学校管理規則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、協議の②「土曜授業の実施に係る大分県立学校管理規則の

一部改正について」協議をします。

（髙畑高校教育課長）

〈説明概要〉

・校長が、教育上必要があると認める場合には、あらかじめ教育委

員会（県教委）の承認を得て、土曜日等に授業を行うことができ

るように、県立学校管理規則を一部改正する。

（松田委員長）

ただいま説明がありましたが、質疑・意見等のある方はお願いします。

（林職務代理者）

管理規則の改正ということは、土曜日に出勤した先生を、どのように

休ませるかということですか。

（髙畑高校教育課長）

県立学校の学校管理規則に学校休業日という定めがあるが、その休業

日の中で土曜日等については、学校長が必要があると認める場合には、

教育委員会の承認を得て、授業が行うことができるという文言を付け加

えるということであります。

（松田委員長）

それでは、今回の協議の結果を踏まえて、進めてください。
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それでは、先に非公開と決定しました議事を行いますが、その前に、

公開でその他、何かございませんか。

それでは、非公開の議事を行いますので、関係課室長のみ在室とし、

その他の課室長及び傍聴人は退出してください。

２課（教育改革・企画課、教育人事課）在室

【議 案】

第４号議案 平成２６年度大分県教科用図書選定審議会委員の任命について

（松田委員長）

それでは、第４号議案「平成２６年度大分県教科用図書選定審議会委

員の任命について」提案を求めます。

（説明）

（松田委員長）

ただいま説明のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（質問、意見）

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第４号議案の承認について、お

諮りいたします。第４号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）

第４号議案については、提案どおり承認します。

第５号議案 大分県スポーツ推進審議会委員の任命について

（松田委員長）
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それでは、第５号議案「大分県スポーツ推進審議会委員の任命につい

て」提案を求めます。

（説明）

（松田委員長）

ただいま説明のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（質問、意見）

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第５号議案の承認について、お

諮りいたします。第５号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）

第５号議案については、提案どおり承認します。

第６号議案 大分県文化財保護審議会委員の委嘱について

（松田委員長）

それでは、第６号議案「大分県文化財保護審議会委員の任命について」

提案を求めます。

（説明）

（松田委員長）

ただいま説明のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（質問、意見なし）

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第６号議案の承認について、お

諮りいたします。第６号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。
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（採 決）

第６号議案については、提案どおり承認します。

【協 議】

③別杵・速見地域及び日田・玖珠地域新設高校の設置学科について

※当初、非公開であったが意思決定がなされたため要旨を公開する。（要旨公開日：３月２７日）

（教育委員会事務局）

〈説明概要〉

①別杵・速見地域及び日田・玖珠地域新設高校情報提供の理由２点

（地域の関心が高い、普通科の教育環境確保が心配されている）

②情報提供の方法

（両町教育委員会と高校あて、７月１日に提供）

③今後の情報提供

（１０月に学科の方向性等、３月は学科名や概要・学級数）

④今回提供する資料の説明

（教育委員からの質問・意見）

・別府市の観光におけるニーズは何語か。また、例えば韓国語を履修し

た場合、それに対応したセンター試験の科目はあるのか。

・中国語とハングル語を（指導できる）先生はいるのか。

・別府新設校のグローバルコミュニケーション科の中に海外姉妹校とあ

るが、現在既にあるのか。

・（両地域とも）施設整備計画が表に出てなく、予算化したものを地元

の人たちが知りたがっている。計画について上手く広報ができている

のか。

・農業教育も推進して頂きたい。

（教育委員会事務局）

・ニーズは英語が中心である。センター試験の外国語では、英語、ドイ

ツ語、フランス語、中国語、韓国語がある。

・非常勤で配置している。

・（海外姉妹校は）語学留学先のニュージーランドにある。

・（施設整備計画は）今年の予算に係ることなので、まだ（広報）でき
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ていない。

・（農業教育については）既存校の実績や特徴を新設校に引き継ぎ活か

しつつ、課題の部分は教育課程や教育活動の中にしっかり反映させて

いく。

④教員採用選考試験の見直しについて

（松田委員長）

それでは、協議の④「教員採用選考試験の見直しについて」協議をし

ます。

（説明）

（松田委員長）

質疑・意見等のある方はお願いします。

（質問・意見等）

（松田委員長）

２回の協議をふまえ、方向性に異議はないと思いますので、事務局は

さらに検討を重ねていただきたいと思います。

それでは、これで平成２５年度第２３回教育委員会会議を閉会します。

お疲れ様でした。














































































































































































































































































